
議案第１１２号 

さいたま市介護老人保健施設・老人福祉施設グリーンヒルうらわ条例の一部を

改正する条例の制定について 

さいたま市介護老人保健施設・老人福祉施設グリーンヒルうらわ条例の一部を改正

する条例を次のように定める。 

平成２６年６月１１日提出 

さいたま市長 清 水 勇 人 

さいたま市介護老人保健施設・老人福祉施設グリーンヒルうらわ条例の一部を

改正する条例 

さいたま市介護老人保健施設・老人福祉施設グリーンヒルうらわ条例（平成１３年

さいたま市条例第１４５号）の一部を次のように改正する。 

次の表中下線又は太線の表示部分（以下、改正前の欄にあっては「改正部分」と、

改正後の欄にあっては「改正後部分」という。）については、次のとおりとする。 

 改正部分及びそれに対応する改正後部分が存在するときは、当該改正部分を当

該改正後部分に改める。 

 改正部分のみ存在するときは、当該改正部分を削る。 

 改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。 

改正後 改正前 

（業務） （業務）

第３条 ［略］ 第３条 ［略］

２ 介護老人保健施設の全部又は一部が利用者に利

用されていない居室がある場合にあっては、障害

者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するた

めの法律（平成１７年法律第１２３号。以下「障

害者総合支援法」という。）第５条第１項に規定

する障害福祉サービスのうち同条第８項に規定す

る短期入所に係る障害者総合支援法第２９条第１

項に規定する指定障害福祉サービス（以下「指定

短期入所」という。）を行うことができる。

（入所定員等） （入所定員等）

第７条 介護老人保健施設の入所定員は、１００人

とし、介護保健施設サービス、短期入所療養介護、

介護予防短期入所療養介護及び指定短期入所を利

用する者を含むものとする。

第７条 介護老人保健施設の入所定員は、１００人

とし、介護保健施設サービス、短期入所療養介護

及び介護予防短期入所療養介護を利用する者を含

むものとする。

２ ［略］ ２ ［略］



（入所対象者等） （入所対象者等）

第８条 ［略］ 第８条 ［略］

２・３ ［略］ ２・３ ［略］

４ 指定短期入所に係る利用対象者は、次の各号の

いずれかに該当する者であって、規則で定めるも

のとする。

 障害者総合支援法第１９条第１項の規定によ

る介護給付費の支給決定を受けた者

 障害者総合支援法第３０条第１項第１号に掲

げる場合に該当することにより同項の規定によ

る特例介護給付費の支給を受けることが見込ま

れる者

 身体障害者福祉法（昭和２４年法律第２８３

号）第１８条第１項の規定による措置に係る者

 知的障害者福祉法（昭和３５年法律第３７号

）第１５条の４の規定による措置に係る者

 児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号）第

２１条の６の規定による措置に係る児童

（利用料金） （利用料金）

第９条 介護保健施設サービスの入所者、短期入所

療養介護の利用者、通所リハビリテーションの利

用者、介護予防短期入所療養介護の利用者及び介

護予防通所リハビリテーションの利用者は、厚生

労働大臣が定める基準により算定した額及び厚生

労働省令に規定する費用で指定管理者（第２３条

第１項に規定する指定管理者をいう。次項並びに

第１３条、第１７条、第２０条及び第２１条にお

いて同じ。）が定める額を納付しなければならな

い。

第９条 介護保健施設サービスの入所者、短期入所

療養介護の利用者、通所リハビリテーションの利

用者、介護予防短期入所療養介護の利用者及び介

護予防通所リハビリテーションの利用者は、厚生

労働大臣が定める基準により算定した額及び厚生

労働省令に規定する費用で指定管理者（第２３条

第１項に規定する指定管理者をいう。第１３条、

第１７条、第２０条及び第２１条において同じ。

）が定める額を納付しなければならない。

２ 指定短期入所の利用者（前条第４項第３号から

第５号までに該当する者を除く。）は、次の各号

に掲げる区分に応じ、当該各号に定める額及び障

害者総合支援法第２９条第１項に規定する特定費

用（以下「特定費用」という。）を、利用料金と

して、指定管理者に納付しなければならない。

 前条第４項第１号に該当する者 障害者総合

支援法第２９条第３項第２号に掲げる額

 前条第４項第２号に該当する者 障害者総合

支援法第３０条第３項第１号に掲げる額

 （利用対象者）  （利用対象者）

第１６条 老人デイサービスセンターの利用対象者

は、次の各号のいずれかに該当する者とする。

第１６条 老人デイサービスセンターの利用対象者

は、次の各号のいずれかに該当する者とする。

  ～  ［略］   ～  ［略］

 中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永

住帰国した中国残留邦人等及び特定配偶者の自

立の支援に関する法律（平成６年法律第３０号

）に規定する介護支援給付（法第８条第７項に

 中国残留邦人等の円滑な帰国の促進及び永住

帰国後の自立の支援に関する法律（平成６年法

律第３０号）に規定する介護支援給付（法第８

条第７項に規定する通所介護又は法第８条の２



規定する通所介護又は法第８条の２第７項に規

定する介護予防通所介護に係るものに限る。）

に係る者

第７項に規定する介護予防通所介護に係るもの

に限る。）に係る者

（指定管理者の指定の取消し等に伴う使用料の徴

収等）

（指定管理者の指定の取消し等に伴う使用料の徴

収等）

第２４条 さいたま市公の施設の指定管理者の指定

の手続等に関する条例（平成１６年さいたま市条

例第１号）第６条第１項の規定により、指定管理

者の指定を取り消し、又は期間を定めて管理の業

務の全部若しくは一部の停止を命じた場合等で、

市長がグリーンヒルうらわの管理を臨時に行うと

きに限り、新たに指定管理者を指定し、又は当該

停止の期間が終了するまでの間、市長は、次に掲

げる使用料を徴収する。

第２４条 さいたま市公の施設の指定管理者の指定

の手続等に関する条例（平成１６年さいたま市条

例第１号）第６条第１項の規定により、指定管理

者の指定を取り消し、又は期間を定めて管理の業

務の全部若しくは一部の停止を命じた場合等で、

市長がグリーンヒルうらわの管理を臨時に行うと

きに限り、新たに指定管理者を指定し、又は当該

停止の期間が終了するまでの間、市長は、次に掲

げる使用料を徴収する。

 ～  ［略］  ～  ［略］

 指定短期入所の利用者（第８条第４項第３号

から第５号までに該当する者を除く。）は、次

のア又はイに掲げる区分に応じ、当該ア又はイ

に定める額及び特定費用

  ア 第８条第４項第１号に該当する者 障害者

   総合支援法第２９条第３項第２号に掲げる額

イ 第８条第４項第２号に該当する者 障害者

総合支援法第３０条第３項第１号に掲げる額

２ 前項の場合にあっては、第９条、第１３条及び

 第１７条の規定を準用する。この場合において、

第９条第１項中「指定管理者（第２３条第１項に

規定する指定管理者をいう。次項並びに第１３条、

第１７条、第２０条及び第２１条において同じ。

）」とあるのは「市長」と、第９条第２項及び第

１７条中「指定管理者」とあるのは「市長」と、

第１３条中「市長の承認を得て、指定管理者が」

とあるのは「市長が」と読み替えるものとする。

２ 前項の場合にあっては、第９条、第１３条及び

第１７条の規定を準用する。この場合において、

第９条中「指定管理者（第２３条第１項に規定す

る指定管理者をいう。第１３条、第１７条、第２

０条及び第２１条において同じ。）」とあるのは

「市長」と、第１３条中「市長の承認を得て、指

定管理者が」とあるのは「市長が」と、第１７条

中「指定管理者」とあるのは「市長」と読み替え

るものとする。

附 則 

この条例は、平成２６年８月１日から施行する。ただし、第１６条第４号の改正は、

平成２６年１０月１日から施行する。 


